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１．損益計算書の状況

◆1-1 連結情報 （短信：8,9ページ）

1

当第３四半期連結累計期間（平成２２年１月１日から平成２２年９月３０日まで）におけるわ
が国経済は、一部で企業収益の改善が見られたものの、ヨーロッパ金融危機や急激な円
高の進行等の影響により企業の設備投資意欲や個人消費は依然として冷え込んでおり、
引き続き厳しい状況で推移いたしました。

このような経営環境のもと、当社グループはお客様の期待値を超える際立った価値を持
つ商品の開発や、新興国を中心とした海外市場において販売・マーケティング活動を積極
的に展開し、市場開拓を推進いたしました。

以上の結果、売上高は1,995億円（前年同期比2.8％減）となり、高付加価値商品の売上増
による総利益率改善及び販管費削減に努めた結果、営業利益は41億円（前年同期比
284.4％増）となりました。経常利益は41億円（前年同期比185.9％増）、四半期純利益は10
億円（前年同期比635.7％増）となりました。

第３四半期累計＜１月～９月＞ （単位：百万円）

売 上 高 205,319 199,541 △5,778 △2.8%

売 上 総 利 益 67,080 66,944 △136 △0.2%

（率） (32.7%) (33.5%) (＋0.8%)

販売費及び一般管理費 66,010 62,834 △3,176 △4.8%

（率） (32.2%) (31.5%) (△0.7%)

営 業 利 益 1,069 4,109 ＋3,040 ＋284.4%

（率） (0.5%) (2.1%) (＋1.6%)

経 常 利 益 1,447 4,137 ＋2,690 ＋185.9%

（率） (0.7%) (2.1%) (＋1.4%)

四 半 期 純 利 益 140 1,030 ＋890 ＋635.7%

（率） (0.1%) (0.5%) (＋0.4%)

増減率
21年12月期
<１月～９月>

22年12月期
<１月～９月>

前年差額
（前年率差）

ご参考　第３四半期のみ （単位：百万円）

売 上 高 59,501 58,800 △701 △1.2%

売 上 総 利 益 19,820 19,984 ＋164 ＋0.8%

（率） (33.3%) (34.0%) (＋0.7%)

販売費及び一般管理費 21,320 20,935 △385 △1.8%

（率） (35.8%) (35.6%) (△0.2%)

営 業 利 益 △ 1,500 △ 951 ＋549 -

（率） (△2.5%) (△1.6%) (＋0.9%)

経 常 利 益 △ 1,777 △ 1,196 ＋581 -

（率） (△3.0%) (△2.0%) (＋1.0%)

四 半 期 純 利 益 △ 759 △ 998 △239 -

（率） (△1.3%) (△1.7%) (△0.4%)

22年12月期
<７～９月>

前年差額
（前年率差）

増減率
21年12月期
<７～９月>



◆1-2 売上高及び売上総利益 （短信：8ページ）

31.6%

33.1%

売上総利益率

32.3%

256,005

269,342

84,660 85,052

（単位：百万円）

252,520

81,675

売上高

売上総利益

205,319

67,080

32.7%

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前は、各年の<１月～９月>（９ヶ月間）の数値を使用しています。 2
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200,000

60,000

18年
<１月～９月>

19年
<１月～９月>

20年12月期
<１月～９月>

21年12月期
<１月～９月>

35.0%

34.0%

33.0%

31.0%

32.0%

22年12月期
<１月～９月>

199,541

66,944

33.5%

売上高は1,995億円（前年同期比2.8％減）となりました。
売上総利益は669億円（前年同期比0.2％減）となり、売上総利益率は高付加価値商品の売上増

及びコストダウンの推進等により33.5％（前年同期比0.8％増）となりました。

(単位：百万円)

256,005 269,342 252,520 205,319 199,541 △5,778 △2.8%

84,660 85,052 81,675 67,080 66,944 △136 △0.2%

(33.1%) (31.6%) (32.3%) (32.7%) (33.5%) (＋0.8%)

71,395 78,006 76,069 66,010 62,834 △3,176 △4.8%

(27.9%) (29.0%) (30.1%) (32.2%) (31.5%) (△0.7%)

13,265 7,045 5,606 1,069 4,109 ＋3,040 ＋284.4%

(5.2%) (2.6%) (2.2%) (0.5%) (2.1%) (＋1.6%)

14,110 6,721 5,536 1,447 4,137 ＋2,690 ＋185.9%

(5.5%) (2.5%) (2.2%) (0.7%) (2.1%) (＋1.4%)

5,630 △ 378 718 140 1,030 ＋890 ＋635.7%

(2.2%) (△0.1%) (0.3%) (0.1%) (0.5%) (＋0.4%)

（率）

（率）

（率）

経 常 利 益

四 半 期 純 利 益

前年差額
（前年率差）

増減率

売 上 高

売 上 総 利 益

（率）

（率）

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

18年
<１月～９月>

19年
<１月～９月>

20年12月期
<１月～９月>

22年12月期
<１月～９月>

21年12月期
<１月～９月>



◆1-3 販売費及び一般管理費 （短信：8ページ）

□主な販管費の実績

販売費及び一般管理費は、物流費減及び業務委託費・人件費等の削減に努めた結果628億
円（前年同期比4.8％減）となり、売上高販管費率は31.5％（前年同期比0.7％減）となりました。

9.0%9.2% 9.6%

7.7%7.6% 7.9%

0.0%

9.0%

11.0%

物流費

人件費

□主要項目の対売上高比率の推移

0

～～

80,000

60,000

71,395

78,006
76,069

□販売費及び一般管理費の推移 （単位：百万円）

66,010

10.9%

8.0%

～～

18年
<１月～９月>

19年
<１月～９月>

20年12月期
<１月～９月>

21年12月期
<１月～９月>

18年
<１月～９月>

19年
<１月～９月>

20年12月期
<１月～９月>

21年12月期
<１月～９月>

3

70,000

7.0%

～～

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前は、各年の<１月～９月>（９ヶ月間）の数値を使用しています。

27.9%

29.0%

30.1%

26.0%

28.0%

30.0%

32.0% 販管費合計

34.0% 32.2%

(ご参考）

22年12月期
<１月～９月>

22年12月期
<１月～９月>

20年12月期
通期

21年12月期
通期

30.5%

10.0%

8.1%

32.2%

11.4%

8.3%

31.7%

11.5%

8.1%

22年12月期
通期（予想）

(ご参考）

0

90,000

110,000

～～

100,000

80,000

99,192

20年12月期
通期

85,887

21年12月期
通期

83,100

22年12月期
通期（予想）

7.9%

11.0%

31.5%

62,834

(単位：百万円)

販管費
売上高

販管費率
販管費

売上高
販管費率

販管費
売上高

販管費率
販管費

売上高
販管費率

販管費
売上高

販管費率
前年差額 前年率差

人件費 23,620 9.2% 24,239 9.0% 24,219 9.6% 22,371 10.9% 22,047 11.0% △324 ＋0.1%

減価償却費 2,831 1.1% 2,750 1.0% 2,715 1.1% 2,485 1.2% 2,150 1.1% △335 △0.1%

物流費 19,489 7.6% 20,610 7.7% 20,072 7.9% 16,466 8.0% 15,759 7.9% △707 △0.1%

販売費 5,214 2.0% 5,954 2.2% 5,455 2.2% 4,314 2.1% 4,672 2.3% ＋358 ＋0.2%

賃借料 1,713 0.7% 2,608 1.0% 2,856 1.1% 2,441 1.2% 2,204 1.1% △237 △0.1%

その他 18,528 7.3% 21,845 8.1% 20,752 8.2% 17,933 8.8% 16,002 8.1% △1,931 △0.7%

販管費合計 71,395 27.9% 78,006 29.0% 76,069 30.1% 66,010 32.2% 62,834 31.5% △3,176 △0.7%

22年12月期
<１月～９月>

18年
<１月～９月>

19年
<１月～９月>

20年12月期
<１月～９月>

21年12月期
<１月～９月>



◆1-3 販売費及び一般管理費 （短信：8ページ）

業務委託費及び人件費の削減に努めた結果、固定費を24億円削減し、損益分岐点売上高を
174億円引き下げました。

0

～～

60,000

40,000

51,906

57,396

55,997

49,544

18年
<１月～９月>

19年
<１月～９月>

20年12月期
<１月～９月>

21年12月期
<１月～９月>

50,000

□固定費の推移 （単位：百万円） *固定費・・・物流費を除く販管費

0

～～

240,000

180,000

203,897

239,893

229,540

200,978

18年
<１月～９月>

19年
<１月～９月>

20年12月期
<１月～９月>

21年12月期
<１月～９月>

200,000

220,000

□損益分岐点売上高の推移 （単位：百万円）

4

2,469百万円
削減

17,460百万円
引き下げ

22年12月期
<１月～９月>

22年12月期
<１月～９月>

47,075

183,518



◆1-4 営業利益及び経常利益 （短信：8ページ）

営業利益

14,110

6,721
7,045

5,536
5,606

経常利益

1,447
1,0692,000

6,000

14,000

12,000

10,000

8,000

13,265

18年
<１月～９月>

19年
<１月～９月>

20年12月期
<１月～９月>

21年12月期
<１月～９月>

0

（単位：百万円）
16,000

5
（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。

同期間の比較を行うため、平成19年以前は、各年の<１月～９月>（９ヶ月間）の数値を使用しています。

4,000

22年12月期
<１月～９月>

売上高営業利益率

5.2%

2.6% 4.0%

6.0%

2.2%
2.0%

0.0%

0.5%
2.1%

4,109
4,137

総利益率の改善及び販管費の削減等により、営業利益は41億円（前年同期比284.4％増）となり、
経常利益は41億円（前年同期比185.9％増）となりました。

(単位：百万円)

256,005 269,342 252,520 205,319 199,541 △5,778 △2.8%

84,660 85,052 81,675 67,080 66,944 △136 △0.2%

(33.1%) (31.6%) (32.3%) (32.7%) (33.5%) (＋0.8%)

71,395 78,006 76,069 66,010 62,834 △3,176 △4.8%

(27.9%) (29.0%) (30.1%) (32.2%) (31.5%) (△0.7%)

13,265 7,045 5,606 1,069 4,109 ＋3,040 ＋284.4%

(5.2%) (2.6%) (2.2%) (0.5%) (2.1%) (＋1.6%)

14,110 6,721 5,536 1,447 4,137 ＋2,690 ＋185.9%

(5.5%) (2.5%) (2.2%) (0.7%) (2.1%) (＋1.4%)

5,630 △ 378 718 140 1,030 ＋890 ＋635.7%

(2.2%) (△0.1%) (0.3%) (0.1%) (0.5%) (＋0.4%)

（率）

（率）

（率）

経 常 利 益

四 半 期 純 利 益

前年差額
（前年率差）

増減率

売 上 高

売 上 総 利 益

（率）

（率）

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

18年
<１月～９月>

19年
<１月～９月>

20年12月期
<１月～９月>

22年12月期
<１月～９月>

21年12月期
<１月～９月>



◆1-5 四半期純利益 （短信：8ページ）

売上高四半期純利益率

四半期純利益は10億円（前年同期比635.7％増）となりました。

・主な特別損益項目
特別利益・・・合計7.9億円

匿名組合出資金分配金 7.9億円
特別損失・・・合計14.8億円

事業構造改革費用 4.9億円
固定資産除却損 4.8億円
投資有価証券評価損 3.7億円 など

18年
<１月～９月>

19年
<１月～９月>

20年12月期
<１月～９月>

21年12月期
<１月～９月>

（単位：百万円）

5,630

△378

718

四半期純利益

1,000

2,000

140
0

6,000

5,000

4,000

3,000

△0.1%

2.2%

0.3% 0.1%
1.0%

3.0%

2.0%

0.0%

△1.0%

6

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前は、各年の<１月～９月>（９ヶ月間）の数値を使用しています。

△1,000

（ご参考）
21年12月期＜１月～９月＞の主な特別損益項目
○特別利益・・・合計6.4億円

違約金収入 ・・・5.2億円
投資有価証券売却益 ・・・1.2億円

○特別損失・・・合計2.0億円
店舗閉鎖損失 ・・・2.0億円

22年12月期
<１月～９月>

0.5%

1,030

(単位：百万円)

14,110 6,721 5,536 1,447 4,137 ＋2,690 ＋185.9%

(5.5%) (2.5%) (2.2%) (0.7%) (2.1%) (＋1.4%)

△1,145 ＋1,704 △3,229 ＋438 △689 △1,127 -

特 別 利 益 ＋681 ＋4,052 － ＋643 ＋791 ＋148 ＋23.0%

特 別 損 失 △ 1,826 △ 2,348 △ 3,229 △ 205 △ 1,480 △1,275 -

12,965 8,425 2,307 1,886 3,448 ＋1,562 ＋82.8%

(5.1%) (3.1%) (0.9%) (0.9%) (1.7%) (＋0.8%)

7,335 8,803 1,589 1,746 2,418 ＋672 ＋38.5%

5,630 △ 378 718 140 1,030 ＋890 ＋635.7%

(2.2%) (△0.1%) (0.3%) (0.1%) (0.5%) (＋0.4%)

21年12月期
<１月～９月>

四 半 期 純 利 益

（率）

経 常 利 益

（率）

（率）

特 別 損 益

税金等調整前四半期純利益

法 人 税 等

19年
<１月～９月>

18年
<１月～９月>

20年12月期
<１月～９月>

22年12月期
<１月～９月>

前年差額
（前年率差）

増減率

※

※コクヨ㈱（単体）の繰延税金資産の一部取崩し17億円等



２．貸借対照表の状況 （短信：6,7ページ）

22年12月期
第３四半期末
（22年９月末）

仕入債務

有利子負債

その他負債

資本金

資本剰余金

利益剰余金

評価差額など
自己株式

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0
213

58

264

435

297

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

現金預金・
有価証券

売上債権

たな卸資産

その他流動資産

その他固定資産

11

（単位：億円）

△5（△1.9%）

△8（△12.1%）

＋31（＋10.4%）

＋21（＋4.8%）

420 △13（△3.1%）

784

45
投資有価証券

有形固定資産

無形固定資産 △8（△15.1%）

＋4（＋1.9%）

△17（△2.2%）

＋19（＋6.2%）

＋3（＋1.2%）

△4（＋0.3%）

△150

前年差額（増減率）

△143

2,532

資産の部

負債・純資産の部

主な増減要因

主な増減要因

＋5（＋0.2%）総資産

21年12月期
第３四半期末
（21年９月末）

（単位：億円）

△4（△1.0%）

190

158

246

305

403

時価評価額減少

66

21年12月期
第３四半期末
（21年９月末）

△9

総資産はほぼ横ばいの2,537億円となりました。

*比較のため前期の数値は21年12月期第３四半期末の数値を使用しており、決算短信に記載の前期数値とは異なります。
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3,000

22年12月期
第３四半期末
（22年９月末）

53

217

259

456

328

407

767

△143

1,358

190

158

249

324

399

2,537

2

H21.10～H21.12 純利益＋4億円
H22.  1～H22. 9 純利益＋10億円
配当金△17億円

1,362



３．キャッシュフロー・設備投資の状況 （短信：10,11ページ）

□ 設備投資・減価償却額の推移
建物 システム

機械 その他

18年
<１月～９月>

19年
<１月～９月>

20年12月期
<１月～９月>

21年12月期
<１月～９月>

16

28

3 2

6

24

11 8

5

17

9 11

5

3

2 1

32

72

25 22

0

20

40

60

80

47
43

48 47

（単位:億円）

減価償却

22年12月期
第３四半期末
（22年９月末）

21年12月期末
（21年12月末）

現預金
239

＋65

現預金
324

＋52営業CF

財務CF投資CF

△31

（単位：億円）

□ 現預金の増減内訳
22年12月期 <１月～９月>

＜平成22年12月期<１月～９月>のキャッシュフローについて＞

・営業活動では、税金等調整前四半期純利益34億円、減価償却費44億円等により、65億円の資金増と
なりました。

・投資活動では、設備投資支出27億円等により、31億円の資金減となりました。

以上の結果、フリーキャッシュフロー*は33億円となりました。

・財務活動では、借入金の増加額77億円、配当金の支払17億円等により、52億円の資金増となりました。

・当第３四半期末の資金は324億円となり、期首から85億円の増加となりました。

*  フリーキャッシュフロー＝営業キャッシュフロー＋投資キャッシュフロー

8

キャッシュ増減 ＋８５億円

□ キャッシュフロー計算書
22年12月期 <１月～９月>

◆営業キャッシュフロー
税金等調整前四半期純利益
減価償却費
その他

◆投資キャッシュフロー
設備投資額
その他

◆財務キャッシュフロー
借入金
配当金の支払
借入金の返済
その他

＋65億円

△13億円

△31億円
△27億円

＋52億円
＋77億円
△17億円

34億円
44億円

△4億円

△3億円
△5億円

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前は、各年の<１月～９月>（９ヶ月間）の数値を使用しています。

22年12月期
<１月～９月>

20年12月期
通期

21年12月期
通期

0

20

40

60

80

2

18

10

4
34

63

（ご参考）

12

18

12

7

49

64

4

48

13

5

22年12月期
通期（計画）

63

70

44

1

6

18

2
27

ﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰ
＋33億円



４．事業セグメントの損益状況

◆4-1 ステーショナリー関連事業 （短信：2ページ）

3,908

7,514
129,925 129,198 128,895

3,861

0

110,000

120,000

130,000

100,000

18年
<１月～９月>

19年
<１月～９月>

20年12月期
<１月～９月>

0

3,000

4,000

5,000

7,000

8,000

18年
<１月～９月>

19年
<１月～９月>

20年12月期
<１月～９月>

～
～

116,940

21年12月期
<１月～９月>

4,008

21年12月期
<１月～９月>

9

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前は、各年の<１月～９月>（９ヶ月間）の数値を使用しています。

6,000

～
～

112,697

22年12月期
<１月～９月>

22年12月期
<１月～９月>

5,825

ステーショナリー関連事業におきましては、景気後退による消耗品の買い控え等により、厳しい状
況で推移いたしました。

このような状況のもと当社グループは、書類の枚数に応じて背幅が変わる仕様により、かさばらず
に使用できるクリヤーブック＜NOViTA（ノビータ）＞等の際立った価値を持つ商品を市場投入し、需
要を喚起いたしました。また、金属製のホチキス針を使わずに紙をとじることができる「針なしステー
プラー＜ハリナックス＞（ハンディタイプ）」が販売好調のため大幅に増産する等、高付加価値商品の
販売も好調に推移いたしました。

オフィス通販事業におきましては、「カウネット」が積極的な販促活動や創業１０周年を記念したキャ
ンペーンを展開し、好調に推移いたしました。

海外事業におきましては、ベトナムではホーチミン支店を新設し、販売チャネルを積極的に開拓す
る等、現地ノート市場のシェア拡大を図りました。中国ではデザインを一新したノートの投入や、復坦
大学日本研究センターと共同開発したノートを発売するなど商品ラインアップを拡充すると共に、マー
ケティング活動を積極的に展開いたしました。また、中国の上海地区で展開しているオフィス通販
「Easybuy」は、中国政府による外資へのネット通販が解禁されたことを機に、カタログ通販からネット
通販へ移行するとともに上海銀行と連名でクレジットカードを発行し、新規会員の獲得を一層推進い
たしました。

以上の結果、売上高は1,126億円（前年同期比3.6％減）となり、高付加価値商品の売上増等により
営業利益は58億円（前年同期比45.3％増）と増益になりました。

第３四半期累計 ご参考　第３四半期のみ (単位：百万円)

ステーショナリー

売 上 高 116,940 112,697 △4,243 △3.6% 36,482 35,103 △1,379 △3.8%

売 上 総 利 益 39,066 39,642 ＋576 ＋1.5% 12,281 12,354 ＋73 ＋0.6%
（率） (33.4%) (35.2%) (＋1.8%) (33.7%) (35.2%) (＋1.5%)

販売費及び一般管理費 35,058 33,816 △1,242 △3.5% 11,627 11,501 △126 △1.1%
（率） (30.0%) (30.0%) (＋0.0%) (31.9%) (32.8%) (＋0.9%)

営 業 利 益 4,008 5,825 ＋1,817 ＋45.3% 654 852 ＋198 ＋30.3%
（率） (3.4%) (5.2%) (＋1.8%) (1.8%) (2.4%) (＋0.6%)

（ご参考）カウネット売上高　373億円（前年比　10.7％増） 

21年12月期
<７月～９月>

22年12月期
<７月～９月>

22年12月期
<１月～９月>

前年差額
（前年率差）

増減率
21年12月期
<１月～９月>

前年差額
（前年率差）

増減率



18年
<１月～９月>

19年
<１月～９月>

20年12月期
<１月～９月>

21年12月期
<１月～９月>

◆4-2 ファニチャー関連事業 （短信：3ページ）

108,076

120,948

109,518

78,312

0

100,000

110,000

130,000

90,000

18年
<１月～９月>

19年
<１月～９月>

20年12月期
<１月～９月>

～
～

21年12月期
<１月～９月>

10

70,000

120,000

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前は、各年の<１月～９月>（９ヶ月間）の数値を使用しています。

5,432

3,155

2,138

△2,271

3,000

4,000

5,000

6,000

0

2,000

△2,000

△3,000

～
～

～
～

80,000

22年12月期
<１月～９月>

22年12月期
<１月～９月>

77,574
△1,254

ファニチャー関連事業におきましては、企業の設備投資意欲は依然として冷え込んでおり、需要も
低調に推移いたしました。

このような状況のもと、当社グループは、製販が一体となって生産から販売までのバリューチェーン
をお客様起点に変革するとともに、業務の効率化及び収益力の拡大を図るため、７月１日付けでオ
フィス家具の製造・仕入れを行うコクヨファニチャー株式会社と大手法人向けにオフィス家具を販売す
るコクヨオフィスシステム株式会社を統合いたしました。

一方、景気動向の影響を受けにくい医療・教育・官公庁分野におきましては、ソリューション営業を
推進すると共に、見本市への出展や新商品の投入等、収益の拡大を図ってまいりました。

海外事業におきましては、海外市場の戦略商品である「エアフォートチェアー」を中国において販売
開始する等、現地企業に対する営業活動を強化し、新規市場の開拓を推進いたしました。

以上の結果、売上高は775億円（前年同期比0.9％減）となり、筋肉質化による販管費削減等により
営業損失は12億円となりました。

第３四半期累計 ご参考　第３四半期のみ (単位：百万円)

ファニチャー

売 上 高 78,312 77,574 △738 △0.9% 20,092 20,769 ＋677 ＋3.4%

売 上 総 利 益 26,143 25,575 △568 △2.2% 6,990 7,054 ＋64 ＋0.9%
（率） (33.4%) (33.0%) (△0.4%) (34.8%) (34.0%) (△0.8%)

販売費及び一般管理費 28,414 26,830 △1,584 △5.6% 8,933 8,828 △105 △1.2%
（率） (36.3%) (34.6%) (△1.7%) (44.5%) (42.5%) (△2.0%)

営 業 利 益 △ 2,271 △ 1,254 ＋1,017 － △ 1,942 △ 1,773 ＋169 －
（率） (△2.9%) (△1.6%) (＋1.3%) (△9.7%) (△8.5%) (＋1.2%)

21年12月期
<７月～９月>

22年12月期
<７月～９月>

22年12月期
<１月～９月>

前年差額
（前年率差）

増減率
21年12月期
<１月～９月>

前年差額
（前年率差）

増減率



◆4-3 店舗関連事業 （短信：3ページ）

18年
<１月～９月>

19年
<１月～９月>

20年12月期
<１月～９月>

21年12月期
<１月～９月>
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18,003

19,195

14,106

10,067

0

8,000

12,000

16,000

20,000

14,000

318

△18 △394 △666

△600

△200

200

0

400

△400

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前は、各年の<１月～９月>（９ヶ月間）の数値を使用しています。

4,000

△800
18年

<１月～９月>
19年

<１月～９月>
20年12月期
<１月～９月>

21年12月期
<１月～９月>

～
～

9,269

22年12月期
<１月～９月>

22年12月期
<１月～９月>

△461

店舗関連事業におきましては、景気後退による小売業界の投資抑制及び店舗統廃合等の影響によ

り、引き続き厳しい市場環境となりました。

このような状況のもと、当社グループは、店舗関連事業の事業再構築のため、在庫圧縮等の効率化

を推進するとともに、収益性を重視した営業施策を実施してまいりました。また、主要なお客様である

小売業界に対して、多様なソリューションを提供し、お客様の課題解決と企業価値向上を支援いたしま

した。

以上の結果、売上高は92億円（前年同期比7.9％減）となり、営業損失は4億円となりました。

第３四半期累計 ご参考　第３四半期のみ (単位：百万円)

店舗

売 上 高 10,067 9,269 △798 △7.9% 2,926 2,927 ＋1 ＋0.0%

売 上 総 利 益 1,870 1,725 △145 △7.8% 548 576 ＋28 ＋5.1%
（率） (18.6%) (18.6%) (＋0.0%) (18.7%) (19.7%) (＋1.0%)

販売費及び一般管理費 2,537 2,187 △350 △13.8% 760 606 △154 △20.3%
（率） (25.2%) (23.6%) (△1.6%) (26.0%) (20.7%) (△5.3%)

営 業 利 益 △ 666 △ 461 ＋205 － △ 212 △ 29 ＋183 －
（率） (△6.6%) (△5.0%) (＋1.6%) (△7.2%) (△1.0%) (＋6.3%)

21年12月期
<７月～９月>

22年12月期
<７月～９月>

22年12月期
<１月～９月>

前年差額
（前年率差）

増減率
21年12月期
<１月～９月>

前年差額
（前年率差）

増減率



５．平成２２年１２月期の見通し（短信：4ページ）

平成２２年７月２７日に開示いたしました「平成２２年１２月期 第２四半期決算短信」に記載した
予想値から変更はございません。

（注）この資料に記述されている予想数値は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき
作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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セグメント別
ステーショナリー (単位：百万円)

売 上 高 153,655 151,000 △2,655 △1.7%

営 業 利 益 4,872 6,600 ＋1,728 ＋35.5%

（率） (3.2%) (4.4%) (+1.2%)

ファニチャー (単位：百万円)

売 上 高 99,179 99,800 ＋621 ＋0.6%

営 業 利 益 △ 3,613 △ 2,600 ＋1,013 －

（率） (△3.6%) (△2.6%) (+1.0%)

店舗 (単位：百万円)

売 上 高 13,890 11,200 △2,690 △19.4%

営 業 利 益 △ 679 △ 500 ＋179 －

（率） (△4.9%) (△4.5%) (+0.4%)

21年12月期
通期　実績
（12ヶ月）

22年12月期
通期　予想
（12ヶ月）

前年差額
（前年率差）

増減率

21年12月期
通期　実績
（12ヶ月）

22年12月期
通期　予想
（12ヶ月）

前年差額
（前年率差）

増減率

21年12月期
通期　実績
（12ヶ月）

22年12月期
通期　予想
（12ヶ月）

前年差額
（前年率差）

増減率

連結 (単位：百万円)

売 上 高 266,725 262,000 △4,725 △1.8%

営 業 利 益 579 3,500 ＋2,921 ＋504.5%

（率） (0.2%) (1.3%) (+1.1%)

経 常 利 益 1,009 3,500 ＋2,491 ＋246.9%

（率） (0.4%) (1.3%) (+0.9%)

当 期 純 利 益 595 800 ＋205 ＋34.5%

（率） (0.2%) (0.3%) (+0.1%)

21年12月期
通期　実績
（12ヶ月）

22年12月期
通期　予想
（12ヶ月）

前年差額
（前年率差）

増減率



コクヨＳ＆Ｔ株式会社は、書類の枚数に応じて背幅が変わる仕様により、かさばらずに使用
できるクリヤーブック＜ＮＯＶｉＴＡ（ノビータ）＞を発売しました。ノビータは、新開発の背幅可
変機構により書類の厚みに背幅を合わせることができ、書類量にかかわらず、コンパクトに
使用できます（20ポケットタイプの場合、5ミリから40ミリまで背幅を変更可能）。

ラインアップは、不透明の「ベーシックカラータイプ」が書類を収容するポケット枚数が20枚・
40枚・60枚の3種類、透明の「クリアカラータイプ」がポケット20枚・40枚の2種類となっており、
カラーバリエーションも豊富に取り揃えています。

「クレールフォンテーヌ」ノートを発売
～フランス製の紙を使用し日本で製本～

コクヨＳ＆Ｔ株式会社は、フランスを代表する紙製品総合
メーカーのクレールフォンテーヌ・ロディア社、及び「クレール
フォンテーヌ」製品を輸入・販売するクオバディス・ジャパン株
式会社と提携し、日本市場向けにコクヨS＆T製のクレール
フォンテーヌノート＜Tricotage（トリコタージュ）＞を発売しまし
た。

「クレールフォンテーヌ」は、フランスでは小学生から大学生
の定番ノートとして、また家庭から職場まであらゆる場面で愛
用されており、150年以上の歴史を持つ誰もが知るブランドで
す。ノートの中紙に用いられる「べラム紙」は、インクや鉛筆、
ボールペンでも裏に透けにくく、とても滑らかな書き心地です。

今回発売するトリコタージュは、クレールフォンテーヌのロゴ
マークと格子パターンをモチーフに、彩り鮮やかな表紙デザイ
ンにアレンジ。クレールフォンテーヌ製のベラム紙を当社が日
本国内で製本しています。

トリコタージュは「くるみ表紙ノート」と、「ツインリングノート」
の2タイプで、サイズはセミB5サイズ（各5色）とA5サイズ（各3
色）を取り揃え、合計16品番のラインアップとなっています。

クリヤーブック＜ＮＯＶｉＴＡ（ノビータ）＞を発売
～収容する書類量にあわせて背幅が変わり「かさばらない」クリヤーブック～

クレールフォンテーヌ社
ロゴマーク

Tricotage（トリコタージュ）

従来品と同じ枚数でもかさばらずに保管できます

書類が少ないとき 書類が多いとき
クリヤーカラータイプ

ベーシックカラータイプ

６．主なトピックス
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コクヨＳ＆Ｔ株式会社は、平成21年10月に発売したフルハイビジョン対応テレビ会議システム
「ｍｅｅｔｉｍａ ＸＶＤコミュニケーションシステム」に、5拠点と同時会話ができる新機能“会議モー
ド”を搭載しました。

「ｍｅｅｔｉｍａ ＸＶＤコミュニケーションシステム」は、映像高圧縮技術ＸＶＤによって、わずか
1Mbpsの通信帯域でフルハイビジョン映像を伝送できるため、一般光インターネット回線での
ローコストオペレーションができる点を特長としています。

会議モードでは、画面に4分割表示される接続先と同時に会話が行えるだけでなく、任意の1
拠点の映像をフルハイビジョン映像画質に切り替えることができます。これにより、全国のオ
フィスや研究所など最大5拠点間での臨場感あるコミュニケーションが可能となります。

「ＸＶＤコミュニケーションシステム」に5拠点同時会議機能を追加
～フルハイビジョン対応テレビ会議システムの機能を強化～

「エンディングノート＜もしもの時に役立つノート＞」 を発売
～銀行口座、保険等自分の大切な重要な情報を一冊に集約～

14

コクヨＳ＆Ｔ株式会社は、入院や相続など日常生活における「もしもの時」に役立つ
ように、自分の大切な情報を備忘録として1冊に集約しておくことができる「エンディン
グノート＜もしもの時に役立つノート＞」を発売しました。

「エンディングノート＜もしもの時に役立つノート＞」は、銀行口座やクレジットカード、
Ｗｅｂサイト等の暗証番号やＩＤ等から、介護、葬儀、相続に関することまで幅広い項目
をまとめています。漫画やイラストによる説明を加え、若い人でも気軽に情報整理を始
められます。

もしもの時の対応法をイラストでわかりやすく説明

ｍｅｅｔｉｍａ ＸＶＤコミュニケーションシステム

エンディングノート＜もしもの時に役立つノート＞

5拠点接続例



15

コクヨファニチャー株式会社は、誰もが簡単に快適な座り心地を体感できるオフィスチェアー

「Ｍ４（エムフォー）」を発売しました。

体重自動感知オフィスチェアー「Ｍ４（エムフォー）」を発売
～簡単操作と体重自動感知機能で快適な座り心地～

海外市場向けオフィスチェアー「ＡＩＲＦＯＲＴ（エアーフォート）」を発売
～エアーランバーサポートで腰部分のクッション性を高める～

コクヨインターナショナル株式会社は、中国を中心にし
た海外のオフィス家具市場向けに、シンプルな中にも機
能性と日本的なデザインを備えたオフィスチェアー
「ＡＩＲＦＯＲＴ（エアーフォート）」を、中国で発売しました。

腰部分の負担を軽減するランバーサポートには、着座
する人の体格や姿勢に合わせて腰をしっかりとサポート
するスタンダードタイプと、レバー操作で空気圧を調整
できるエアーランバーサポートタイプの２種類を揃え、と
もに自然なフィット感を提供します。

また背もたれの張り地には通気性の良いメッシュ素材
を使用し、座面の芯材には着座時の体熱を発散しやす
いように複数の溝を設け、快適性を高めています。

スタンダードタイプとヘッドレストタイプの2タイプに、
メッシュ地の背もたれは1色（ブラック）の張地を設定し、
座面張地は計5色（リーブグリーン、インディゴブルー、
シグナルレッド、ホワイトブラウン、ブラック）を用意しまし
た。

オフィスチェアー「Ｍ４（エムフォー）

Ｍ４は、多くのユーザーが使用する頻度の少

ない座面下の操作レバーを、業界として初め

て設けていません。唯一の調節機能としては、

体勢を変えずに簡単に座面調節できるよう右

肘部分に座面昇降レバーを設けています。ま

た、着座する人の体重に応じてリクライニング

を自動調整する当社独自の「オートアジャスト

ロッキング」も採用しています。

バリエーションは、ハイバック仕様の固定肘タ

イプと可動肘タイプの2タイプで、張地は8色を

用意しました。

なお、Ｍ４の名前は、「Minimum Maximum 

Motivation Majority 最小限の操作で、最大限

の快適性。楽しく働くを、すべての人へ。」とい

うコンセプトの4つのMに由来しています。

エアーランバーサポート

オフィスチェアー「ＡＩＲＦＯＲＴ」

座面昇降レバー



上海の復旦大学日本研究センターと共同でノートを開発
～現役大学生の使いやすさを追求した罫内容～

１６

コクヨインターナショナル株式会社は、中国第3位の地方銀行である上海銀行（上海銀行股
份有限公司）と連名クレジットカード「上海銀行－イージーバイ連名クレジットカード（中国語
名：上海銀行－易優百聯名信用卡）」を発行し、会員の募集を開始しました。

イージーバイは上海銀行各支店を通じて積極的に会員獲得を図ることで顧客開拓を目的と
しており、また上海銀行はイージーバイ顧客へのクレジットカード利用拡大を目的として、協業
にいたりました。

平成22年9月から、イージーバイの会員や上海銀行のクレジットカード未保有者に向けて告
知活動を開始しました。次年度以降は、さらなる会員限定特典の開発でも協業を行う予定で
す。

上海銀行－イージーバイ連盟クレジットカード（左：ゴールドカード 右：一般カード）

コクヨS&T株式会社は、上海の復旦大学日本研究セ
ンター張浩川・研究室の学生らと共同で中国の大学生
向けにノートを開発し、中国で発売しました。

開発に置いては、張浩川・研究室の学生が復旦大学
のほか複数の大学の学生にアンケート調査を実施。約
1000人から使用済みのノートを集め、使いやすさを研
究しました。

表裏のどちらからでも使えるよう表紙と罫線をデザイ
ンしたほか、使用したページをそのまま提出できるよう
ページにミシン目を入れる等、現役学生のアイデアを
多く取り入れています。

表裏どちらからでも使用できる表紙デザイン
ミシン目やドット入り罫線等を使用

「上海銀行－イージーバイ連盟クレジットカード」を発行
～オフィス通販「イージーバイ」の会員数拡大へ～
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パッケージ型一括購買システム「べんりねっとライト」の提供を開始
～オフィス用品以外の工具や機器等も購入可能～

株式会社カウネットは、クラウド型の間接
材一括購買システム「べんりねっと」の簡易
パッケージ版「べんりねっとライト」の提供を
開始しました。

「べんりねっと」は、間接材購買に係わる業
務工数の削減や支出の適正化などを支援
するシステムです。平成22年8月末現在、
約500企業グループ3,000社を上回る法人で
導入されています。

「べんりねっとライト」は、「見積」、「承認」、
「検収」などの購買管理機能を基本部分に限
定するとともに、当社が運営するオフィス用
品提供サービス「ウィズカウネット」および当
社推奨サプライヤの商品・サービスの利用
であれば、設定料や利用料等費用が一切不
要な、パッケージ型の購買システムです。

カウネット創業10周年カタログを発刊
～事務用品約1,000品番の値下げキャンペーン等を実施～

株式会社カウネットは、事務用品、OA用品、生活用品など約29,400品番を掲載したカウ
ネット第20号カタログと、オフィス家具など約3,000品番を掲載したカウネット第8号家具カタロ
グを発刊しました。

また、株式会社カウネットが創業10周年を迎えることから、カタログ発刊に合わせて10周年
特別キャンペーンを実施しました。クリヤーホルダーやティッシュペーパーなど約1,000品番の
期間限定値下げや特別企画商品の限定販売のほか、5,000円以上ご注文のお客様にオリジ
ナルミニカーやカウネットの10周年の歩みを紹介した10周年記念ブックをプレゼントしました。

「べんりねっとライト」ホームページ

１０周年記念ブック オリジナルミニカーコレクションカウネット第２０号カタログ


